
【平成 21 年 12 月 9 日作成】    要 望 書 

 

所管省庁 

 

農林水産省 

 

 

 

 

 

 

 

要望内容 

 

 

 

１４ 戸別所得補償制度に関するモデル対策の確実な実施と充実について 

戸別所得補償制度に関するモデル対策は、平成２３年度から本格実施

される戸別所得補償制度の創設に向けたものであり、農業者の期待は大

きい。より良い制度とするため、次の点について配慮願いたい。 

（１） 「米戸別所得補償モデル事業」については、本県の米の収益性に

配慮した所得補償単価とすること。 

（２） 水田を利用した麦、大豆などの作物の生産を進める「水田利活用

自給力向上事業」については、地域独自にブランド化を進めている

特産物の生産振興を継続できるよう、これまで支給されてきた産地

確立交付金等と同程度の財源を確保すること。 

また、各作物に対する助成単価については、各市町が地域の実情

を考慮し設定できる制度とすること。 

 

担当部課 

 

 農林水産部 政策推進グループ 

 

 

 

具体的現

状と課題 

 

 

・本県の米生産における収益性 

 

 

 

 

・本県ではこれまで産地確立交付金を利用し、各市町ごとにサトイモやソ

バ等の地域特産物の生産に取り組んできた。 

 

・地域特産物の生産振興を継続す 

るためには、現行の助成単価を 

維持することが必要である。 

 

・助成金を効果的・効率的に利用するためにも、市町の実情に合わせた単

価の設定が望ましい。 

備   考 

(別添資料等) 

 

 

 

 

 

野菜等に対する助成金単価（H20） （円/10a）
作物 市町 助成単価

大野市 50,500

勝山市 40,000
ミディトマト 坂井市 60,000

福井市 40,000

越前町 62,000
一寸ソラマメ 若狭町 80,000

H20産地確立交付金＋新需給調整システム定着交付金

さといも

スイセン

米の収益性（Ｈ１９） （円/10a）

うち労働費

125,092 41,387 109,385 -15,707

生産費
収益性粗収益


